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１．日本鉄鋼業の地球温暖化問題への取り組み

２．各国の地球温暖化問題への取り組み

京都議定書並びにパリ協定

３．各国のカーボンニュートラル戦略

日鉄のカーボンニュートラル・ビジョン

４．地球温暖化は本当に人間起因か？

パソコン同好会講演

２０２１年７月２３日
佐藤眞樹

地球温暖化問題ーその後
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１９９８年をピークに世界の平均気温は低迷

Global Warming Slowdown: The View from Space April 16th, 2013 by Roy W. 

Spencer, Ph. D.

http://www.drroyspencer.com/2013/04/global-warming-slowdown-the-view-from-

space/
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１．鉄鋼業の地球温暖化への取り組み
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各国のCO2排出量推移（中国が突出）
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世界国別CO2排出量比率
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鋼の製造工程（１） 高炉

原
材
料

銑鉄を1㌧作るためには、
鉄鉱石 1.5㌧
石炭 0.8㌧
（コークス 0.5㌧）
が必要

出来た溶銑は
トーピ－ドカーで
製鋼工場へ運ぶ2200℃

200℃

高炉

900℃

1400℃

溶銑（銑鉄）

2Fe2O3 + 3C=4Fe＋3CO2

・ 焼結鉱（鉄鉱石）とコークスを層状に炉内に挿入し羽口から、約1500℃の熱風を吹き込む
・ 酸化物である鉄鉱石は石炭（コークス）の炭素により還元され、銑鉄とスラグに分離される
・ 副産物の高炉スラグはセメント原料を主に、道路の路盤材、海藻類再生等に100%活用される
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1. CONCEPT:CO２は主として化石燃料の使用に

よって排出されることから地球温暖化問題は
環境問題であると同時にエネルギー問題

2. GOAL: 地球環境保護と経済成長の調和

3. SOLUTION: エネルギー消費効率と供給エネ
ルギーあたりCO２排出量の同時改善

4. KEY: 技術力そのもの(排出権取引ではない）

(CO２ ＝ GDP)ENERGY
×

CO２

GDP ENERGY
×

省エネ度 エネルギーのクリーン度

鉄鋼製造における省エネルギー・
地球温暖化対策について
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日本鉄鋼業の目指す方向

13

１．現在～中期

（１）国内
・鉄鋼製造プロセスで世界最高水準のエネルギー効率を
維持・強化 （エコプロセス）
・高機能鋼材等の製品を通じて、需要分野での排出削減
に貢献 （エコプロダクツ）

（２）海外
・世界最高水準の省エネ技術を途上国を中心に移転・
普及し、地球規模での削減に貢献（エコソリューション）

２．中長期
・革新的製鉄プロセスの開発（⇔近代製鉄法ではＣＯ２の
発生は不可避）
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鉄鋼業の省エネルギー及び環境投資累積額の推移

14

○日本の鉄鋼業は、石油ショック以降、世界に先駆けて①工程連
続化、②副生ガス回収、③排熱回収、④廃プラスチック等の再
資源化を推進。

○１９７１～１９８９年度：３兆円の設備投資で省エネ２０％達成。

○１９９０～２０１０年度：省エネ１０％を目指し、１．７兆円を投資。

○巨額の設備投資で最先端の省エネ設備を設置。
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省エネ１０％目標

1990年度～2008年度で
１.７兆円の設備投資

省エネ２０％達成

1971年度～1989年度で
３兆円の設備投資

省エネ 環境
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日本は、世界に先駆け高い連続鋳造比率を達成

造塊法（従来型）

連続鋳造法 （溶鋼から直接鋼片（スラブ）を製
造）

省エネ： ３５ 万Kcal/t-s（約６％）

CO2減： １３ 百万ｔ-CO2／年

スラブ

連続鋳造比率

造塊 均熱炉 分塊圧延機

スラブ

工程連続化/工程省略 （連続鋳造法)
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排熱回収技術 （コークス乾式消化法：CDQ)

省エネ： ４０万 Kcal/t-coal （高炉ベースで４％）

CO２減： ６ 百万ｔ-CO２／年
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（ＣＤＱ：Coke Dry Quenching）

赤熱コークスの湿式消化法（従来型）

コークス乾式消化法（ＣＤＱ）

（不活性ガスで消化し、顕熱を回収）
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出所：Diffusion of energy efficient technologies and CO2 emission reductions in iron and steel sector（Oda etal. 

Energy Economics,Vol.29, No.4, pp.868-888, 2007）（日訳は鉄鋼連盟）

0%

20%

40%

60%

80%

高
炉
メ
ー
カ
ー
に
お
け
る
主
要
設
備
の
普
及
率

(%
)

100%

日本 韓国 EU (15カ国） 米国 中国 インド

連続鋳造設備 コークス炉ガス 転炉ガス コークス乾式 高炉炉頂圧

回収 回収 消火設備(CDQ)   発電(TRT)

17

鉄鋼業における省エネルギー設備普及率比較

○排熱回収設備（CDQ、TRT）の普及率及び副生ガス（COG、
LDG）回収設備の普及率は日本が圧倒的に高い。

○設備普及率の国別格差は大きい。
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日本と同水準の技術を世界各国で導入すれば、 CO２３億トン削減の可能性がある。

これは世界鉄鋼業のCO２排出量の▼１２％に相当する。
SOURCE ： RITE(2008.1)

エネルギー消費量

鉄鋼生産量
＝エネルギー原単位

一貫製鉄所のエネルギー原単位の国際比較
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○日本は、世界トップレベルの低炭素経済を実現。

○排出量削減、省エネともに削減ポテンシャルは低い。

出典: IEA (2007), “CO2 emissions from fuel combustion 1971-2005”

GDP当たりのCO2排出量（2005年）
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日本の約束草案の公平性・野心度
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２．各国の地球温暖化問題への取り組み

１．京都議定書

２．パリ協定

３．各国の約束草案

４．カーボンニュートラル



22

対象ガス
二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロン等
３ガス（HFC、PFC、SF6）の合計６種類

吸収源 森林等の吸収源による二酸化炭素吸収量を参入

基準年 1990年（HFC，PFC，SF6は1995年としても可）

約束期間 2008年～2012年の5年間

削減義務

日本▲6%、米国▲7%、EU▲8%、カナダ▲6%､
ロシア0%､豪州＋8%､アイスランド＋10%等
共通だが差異の有る責任→途上国に排出削減義
務なし

特徴
批准国173ヶ国 米国脱退 カバー率 ２２％
国際的に協調して目標を達成するための仕組み
（京都メカニズム）を導入

京都議定書の概要
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日本のCO2排出量推移
２０１９年度は過去３０年で最低レベル
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パリ協定（２０１６年１２月発効）

• 中国、インドなど途上国を含む１９６の国と地域が参加し、2020年度以降
の枠組みを決めた協定

• 21世紀末の平均気温上昇を産業革命前に比し2度未満に抑え、１．５度
未満に抑えることを努力目標とする

• 全ての国が削減目標（NDC*）を自己申告し、5年ごとに実施状況を報告し
、レビューを受け、目標を見直す *National Determined Contribution

・ ２０２５年に先立ちMIN.$1000億/年の途上国支援目標を設定する

→評価（対京都議定書）

・ 先進国のみ排出義務→全員がCO2削減に参加（２８％→１００％）

・ 法的拘束力（罰則）→自主規制（pledge and review）

・ トランプ大統領の離脱→義務を伴わないので議会の批准は不要

・ 目標達成には程遠い（→＋２．７度） （IEA見通し） 対２度C ２０３０年で

１２０～１５０億トン、対１．５度 ２９０～３２０億トンの積み上げ不足

・ ２度C未満達成には８２００兆円必要（IEA) ＊ 日本GDP ５００兆円
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主要国の約束草案（温室効果ガスの排出削減目標）の比較①
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日本、および世界主要国の約束草案（一部暫定値）の
GHG限界削減費用推計値
（RITE DNE21+推計）※2015年7月末時点
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部門別CO2の排出量

部門別CO2の排出量
業務部門と家庭部門で著しい増加

出典：日本経済新聞 2010/2/4
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日本の約束草案
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＋１５０万円（差額）
（次世代自動車平均価格と従来車の差額）

８００ｋｇ削減

次世代自動車への買換え

２３０万円
（６６万円/ｋW×３．５ｋ

W)１３００ｋｇ削減

太陽光パネルの設置

＋３万円（差額）
６０ｋｇ削減

高効率照明

＋４万円（差額）

５０ｋｇ削減

有機ＥＬディスプレイ（１台）の購入

１００万円
７００ｋｇ削減

＋１．５万円（差額）

省エネエアコン

省エネ住宅への断熱工事

＋２万円（差額）

省エネ冷蔵庫

＋３００万円程度（差額）

高効率給湯器（ＨＰ、燃料電池等）

5.5ｔＣＯ２ 2.3ｔＣＯ２

○３～５年以内の価格半減を目指してい
る。
○補助金：一基あたり約２５万円（７万円/
ｋＷ×３．５ｋＷ）

○２０２０年～２０３０年には、４０万円未満を目指している。
○補助金：上限１４０万円。

○補助金：差額の半額を補助。

【燃料電池】

＋５０万円（差額）

３００ｋｇ削減（高効率給湯器平均）

○補助金：一台４．２万円

【ヒートポンプ】

全ての対策を講じた場合、世帯あたりＣＯ２排出量は半分以下になる

２０ｋｇ削減

２０ｋｇ削減

※予算額等は現行制度の数値を記載

○「『長期エネルギー需給見通し』の最大導入改訂」の家計負担は合計で約５００万円以上。

ケース③「『長期エネルギー需給見通し』の最大導入改訂」における家庭の姿

(中期目標検討委員会資料より作成)
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日本鉄鋼業のパリ協定への取り組み

2013年対比2030年CO2削減目標

①エコプロセス ▽９００万トン

②エコプロダクツ ▽４２００万トン

③エコソリューション▽８０００万トン

④中長期革新的プロセスの開発

生産工程に於けるCO2３０％削減

１） CO２の分離回収

２） 鉄鉱石の水素還元
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気候サミットでのバイデン外交の失敗
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気候変動サミットでの各国削減目標
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中国のCO2増加目標
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日本の温暖化外交は失敗の連続
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菅カーボンニュートラル戦略の問題点
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脱炭素技術競争が激化
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国別最安値発電コスト
ブルーンバーグ ２０２０ $/1000kwh
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日本の水素価格の国際比較
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２０２１．７．２１ 第６次エネルギー基本計画案
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２０５０年カーボンニュートラル電源案
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菅カーボンニュートラル戦略の問題点
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日本のカーボンニュートラル電源構成案
２０３０年、２０５０年
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電源別発電コスト比較
資源エネルギー庁 ２０１７年
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日欧太陽光発電システム費用比較
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世界の再エネ比率比較
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日本の再生可能エネルギー設備容量推移
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電源別コスト比較
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日本の産業用電力料金の国際比較
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日本の約束草案の公平性・野心度
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３．地球温暖化は本当に人間起因か？

１．IPCCの結論（２００７年２月第４次報告書）

① 西暦１０００年頃から１９００年まで地球の気温は緩やかに下降したが、

１９５０年頃以降急速に温暖化した。過去１３００年で最も熱い時代が訪れ

ている。 （ホッケースティック）

１９５０年までの気候変動は火山噴火と太陽放射量の変化など自然要因

が原因と言えるが、１９５０年以降の温暖化の大部分（most）は人類活動に

起因する温室効果ガスによる可能性が極めて高い(very likely)。以上を２

５００人の専門家の全員一致の結論とした。

most：６０％－９０％？ ; very likely：９０％

→ 温室効果ガスの可能性 ５４％－８１％

内CO2の可能性？
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IPCCとは
• IPCC (気候変動に関する政府間パネル）で１９８８年に国連の世
界気象機関（WMO)と国連環境計画（UNEP)により設立

• 各国の政府から推薦された科学者が参加し、地球温暖化に関す
る発表された科学的・技術的・社会経済的な研究・論文を査閲評
価し、報告書を纏めCOP（気候変動枠組み条約国締結国の政策
担当者会議）に提出

• 目的：①気候変動の危機に関する最新情報の集約と報告

• ②地球温暖化の機構と予測

• ③環境・社会・経済への影響及び対応策の整理

• 報告書は①科学的根拠②影響③緩和策に加え④政策立案者の
為の要約（約３０ページ）の４部から成り、第５次報告書では要約
版が独り歩き、

• 第１次報告書 １９９０年 第２次 １９９５年 第３次 ２００１年（６
６％）第４次 ２００７年（９０％） 第５次 ２０１４年（９５％）
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IPCC Famous Hockey Stick



9393

Reconstructed Temperature
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北大西洋の海底堆積物質から推定した気温
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過去（1880～2000年）の地球気温の変化
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地球気温と二酸化炭素濃度の上昇の関係

出典：地球温暖化は本当か？（James Hansen et Al.，NASA GISS）
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氷河期のサイクル

「東北大学大学院理学研究科大気海洋変動観測研究センター」のホームページより

南極ドームふじ氷床コアから得られた過去３４万年間の二酸化炭素とメタンの濃度と南極の気温との関係
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平均気温と二酸化炭素濃度の推移
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温暖化は人為的であることのシミュレーションによる証明



104
104

Global Warming Projection
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温暖化要因と思われる自然現象を全て方程式に
組み込むこと(シミュレーション )には限界が有る

１．雲や水蒸気の役割の実態は解明されていない（正or負）

２．アルべドは十分にパラメーター化出来ていない

３．ミランコビッチサイクルを無視

４．太陽からの影響は光を通しての流入エネルギー

しか考慮されていない（人的要因の１０分の１と評価）

５．太陽磁場や地球磁場と宇宙線の雲形成への関わりを

織り込んでいない

６．海洋の熱エネルギー収支も適切なパラメーター化困難

→銀河宇宙線の増減、磁場の強弱、雲や水蒸気の役割、

太陽活動との関係など現在の科学では判っていないことが
多く、余りにも複雑すぎて数式化不可能故スパコンによる
GCMシミュレーションには限界が有り、CO２が犯人であるこ
とを証明したことにはならない。
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地球温暖化の仕組み温室効果の仕組み温室効果の仕組み
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Global Climate Model

http://www.unep.ch/conventions/press/climate/pr6-98.htm
http://www.unep.ch/conventions/press/climate/pr6-98.htm
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2000～2025年の温暖化予測と実
際の気温

出典：
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地球温暖化の停滞（ハイエイタス）

出典：日経新聞 2015.11.02 電子
版
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1978年以降の地球平均気温の経年変化

Global Warming Slowdown: The View from Space April 16th, 2013 by Roy W. 

Spencer, Ph. D.

http://www.drroyspencer.com/2013/04/global-warming-slowdown-the-view-from-

space/
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世界の平均気温は９８年をピークに横ばい低迷
人工衛星による地上から９千Mまでの気温
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地球のことは宇宙に聞け

• これまでの気候システム

気候変動を地球内部の変動として理解

大気、海洋、氷床、地殻変動、火山活動 温室効果ガス

・宇宙気候学の誕生（２１世紀に入って）

１９７７年ボイジャー１号 地球の写真、人工衛星、太陽

圏外への飛行

地球は宇宙の一部で宇宙の影響を受けている→地球の

ことは宇宙に聞け →宇宙気象学誕生

１９９７年 スベンスマーク 宇宙線と雲の量との関係を

発表

２００年振りの黒点（太陽活動）減少
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近年、太陽黒点数は大幅に減少
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サイクル２１以降黒点数の減少が続いている
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地球は地磁気と太陽磁場により守られている
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宇宙線到達量と雲の発生量

Henrick Svensmark, 2007, http://davidpratt.info/climatecon2.htm



120

太陽活動が弱まり、太陽磁場が弱まると

銀河宇宙線の地球到達量が増加 → 雲が増加 → 太陽光が遮られる → 寒冷化

出典：地球磁場の弱化が気候に多大な影響を及ぼす証拠を発見－銀河宇宙線が作る雲が深く関与し寒冷化が起こる－

立命館大学古気候学研究センター 北場育子准教授、中川毅教授、神戸大学兵頭政幸教授ら
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宇宙線による雲の発生機構

出典：Henrick Svensmark, 2007, http://davidpratt.info/climatecon2.htm

地球はもう温暖化していない, 深井有, 平凡新書（2015）
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地球温暖化は人間起因か？

２．赤祖父博士の結論
（アラスカ大学地球物理研究所長、国際北極圏研究センター所長）

① 現在進行中の温暖化（１００年で＋０.６℃ IPCC）はCO2が急速に増加し

始めた１９４６年頃に始まったものではなく、その大部分は小氷期と言う

比較的寒かった期間（１４００年―１８００年）から気温が回復する過程の

地球の自然変動であり、人類活動により排出されたCO2の温室効果によ

る部分はわずかである可能性が高い。

② 現在の温暖化は小氷期の終わった１８００年頃から現在まで連続的、直

線的に(１００年で＋０.５℃)進行しており、同時に直線的上昇は準周期的

現象を伴っており、現在はプラスサイドの局面にある。
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1880～2000年の地球気温変化動向

出典：エネルギー・資源学会 赤祖父俊一
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現在までの温暖化と IPCC の予測

出典：エネルギー・資源学会 赤祖父俊一
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Shall we examine which prediction is correct?
IPCC predicted at 2,000 (IPCC, IV, 2000) vs Titech (Maruyama, 2003)

IPCC changed the prediction at 2013 (IPCC, V, 2013)

http://www.ncdc.noaa.go

v

以前のIPCC予測

東工大予測

201

0

2014年
現在

205

0

2013年IPCC予測

1945-1980: No T increase
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地球温暖化は人間起因か？

③ 氷河期が何故起こり、何故消えたか、中世の温暖期や１４００年頃からの

小氷期など、どれも原因は判っておらず、（太陽の磁場の強弱の可能性）

十分な解明に至っていない。

１９１０～１９４０年の温暖化はCO2が増える以前のものであり、自然変動

による可能性が高い。

１９４０年から７５年にかけてはCO2排出が増える中で寒冷化しており 、

その原因も判っていない。そうした原因の究明さへ、未だ為されていない

のに１９５０年以降の温暖化はCO2起因とするのは早計ではないか？

④４６億年の地球史上ゼロに近い一瞬を切り取って論じるスケールの問題で

はない。宇宙との係わりの視点も不可欠である。まして気候変動の要因に

ついて現代科学が知っていることは極めて少なく、判っていることだけを

方程式に組んでシミュレートしても証明したことにはならない。
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私なりの結論

２０世紀末までの温暖化は１９５０年から始まったのではなく小氷期からの
自然変動による回復過程であり人間起因のCO２によるものではない。むし
ろ２００年振りの太陽活動の減退による寒冷化が懸念される

• IPCCによる事実認識の間違い

中世の温暖期や小氷期を隠蔽 （クライメートゲート事件）

現在、過去千年に経験したことが無い温暖化に見舞われているとの認識

９８年以降世界の平均気温は横ばいないし停滞（ハイエイタス）

・ CO2増加が気温上昇の原因でなく、気温上昇がCO2増加に先行していたと

の観測データの存在

・ 太陽磁場、宇宙線、雲量と気温の変化など宇宙との関わりは考慮してい

ない

・ 気候変動の要因について現代科学が知っていることは未だ極めて少なく、

判っていることだけを方程式に組んでシミュレーションしても証明したこ

とにはならない。

・ ４６億年の地球史上ゼロに近い一瞬を切り取って論じるスケールの問題で

はない。
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（IPCC擁護論）

①科学者の出来ることは終わった。後は政策立案者の

仕事だ. （IPCC第４次報告書）

②科学的な証拠が出揃ってから行動したのでは遅過ぎる

③今、行動に移さねばならない必要性を、科学的疑問など

という決まり文句で誤魔化すべきではない。

④問題は学問的真実の究明ではない。問われている
のは、行動であり、モラルだ。

（トヨタ自動車 大野耐一）
真の原因究明なくして、真の対策なし

さて、あなたはどちらが正しいと思いますか？
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クライメートゲート事件
（第１次） ２００９年１１月 IPCCの｛科学」のまとめ役だった英国イーストアン
グリア大学気候研究所（CRU)からメール１０７３件、データ３８００点がハッキ
ングされ米国ブログサイトに流失 気温データ捏造の事実が露見

・CRU所長ジョーンズからのメール（１９９９年１１月１６日付け）

「１９８１年以降のデータをTRICKを使って纏めた。ブリファの１９６１年以降気
温が低下傾向を示すところは隠す（ hide the decline)ことにした

北欧、ニュージーランド、豪州、ロシアのデータを改竄、ヒートアイランド

・ブリファからのメール（１９９８年９月）

「現在、過去千年に経験したことが無い温暖化に見舞われていることを示す
データを出せとの圧力が有る、自分は現在は千年前と同程度だと信ずる」

→第３次報告書にホッケースティックが掲載（２００１年第３次報告書）

（第２次） ２０１１年１１月 更に５０００通以上のメールが流失 前書き 「世
界で毎日１．６万人の子供が飢饉などで死んでいる。一人の命を＄１で救え
るのに２０３０年までにCO2対策に＄３７兆も使おうとするのは正しいのか？

（第３次） ２０１３年３月 ２２万通のメールを放出、手を引くことを宣言

→欧米では広く報道され、IPCCへの不信を増幅、日本では報道されず

（１）
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各国の地球温暖化対応の変化
２００９年 クライメート事件

２００９年１１月豪州温暖化対策法案否決

１２月フランス温暖化対策法案否決

２０１０年６月 米国下院で法案通過、上院で審議未了、廃案

下院の地球温暖化特設委員会解散

２０１０年１１月カナダ上院で法案否決

２０１３年 豪州気候変動エネルギー省廃止

２０１４年７月豪州 炭素税廃止

２０１４年英国温暖化関連予算４１％カット

２０１５年３月 スイス 炭素税導入法案 ９２対８で否決

２０１７年 米国 パリ条約から脱退宣言

２０２０年１０月 日本２０５０年にカーボンニュートラルを宣言

２０２１年１月米国パリ協定へ復帰

２０２１年６月スイスがCO２削減法案を５１対４９で否決
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地球温暖化の不都合な真実（Fake News)

１．現在の温暖化はかって無かった程の異常現象である

過去１万年間で現在より暖かい時期は何度も有った

ex 縄文海進（丸山三内遺跡 大森貝塚） グリーンランド 土佐日記

南極氷床コアデータでは１２万年前の前回の間氷期には気温は

４～６度Cも高かった 「２度Cは単なる政治目標」シュルンフーバー

１９９８年をピークに世界の平均気温は停滞ないし下降している

２． 氷河が温暖化で海に崩れ落ちる

氷河は河であり。末端で氷塊が海に崩れ落ちるのは温暖化とは無関係

２０世紀後半から世界中の氷河は後退している

２０世紀後半でなく１８００年前後から後退は始まっている

ヒマラヤの氷河は２０３５年には消える→２３５０年→消えない

３．海水面が数十メーター上昇し、ツバルやモルジブは水没してしまう

（２０２０年にはロンドンもNYも水没するー初代IPCC委員長）

１９００年以降年間 １．７ミリ、１００年で１７センチ上昇（潮位計実測値）

サンゴ礁は氷河期以来、１００M以上上昇した海水面を追いかけて来た

ツバルや切り薄の島面積は増えている
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• ４．２０４０年の夏には北極海の海氷が消え、白クマが絶滅する

• 温暖化のせいでなく、大西洋の暖かい海流の流れ込みによる 又

• 南極の海氷は増え続けている シロクマの数は減っていない（加

• シロクマ研究所） シロクマは中世の温暖期を生き延びて来た

• ５．温暖化により台風、ハリケーン、竜巻、洪水、旱魃等が増えている

• IPCC第５次報告書では両者が関係している証拠はないと表現を

• 改めた 最近６０年間で日本付近で発生した台風の数はむしろ

• 減少傾向 米国でのハリケーンの発生件数も、年間約６千回で

• 増えても減っても居ない ＊杉山大志 地球温暖化のファクトフルネス

• ６．温暖化により砂漠化が進展している

• 衛星観測による地上の植生被覆率はほぼ全域にわたって１１％も

• 増加しており、その増加は主に大気中のCO2濃度の増加（１４％）によ

• ると結論されている

• ７．永久凍土が解けて、アパートが崩壊した

• 氷の上に家を建て暖房したら、氷が融けるのは当たり前

•
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御清聴,有難う御座いました。

国際共通語(英語）を勉強する事

It’s late , but not too late. 
遅い、しかし遅すぎはしない。

( W. Churchill )
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各国の削減目標と2℃目標の関係
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産業界の低炭素社会実行計画について
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長期エネルギー需給見通し骨子（案）及び約束草案要綱（案）の概要

Ⅰ．長期エネルギー需給見通し骨子（案）

１．マクロフレームの想定

2013年度 2030年度 備考

人口
世帯

127百万人
5595万世帯

117百万人
5468万世帯

実質GDP 531兆円 711兆円 平均成長率1.7％

※粗鋼生産 1.1億トン 1.2億トン 低炭素社会実行
計画と同レベル

２．長期エネルギー需給見通し策定の基本方針

 自給率は震災前を更に上回る水準（概ね25％程度）まで改善すること
 電力コストは現状よりも引き下げること
 欧米に遜色ない温室効果ガス削減目標を掲げ世界をリードすること

３．長期エネルギー需給見通し骨子（案）の概要

 4月28日の長期エネルギー需給見通し小委員会、4月30日の合同専門家会合において、
長期エネルギー需給見通し骨子（案）及び、約束草案要綱（案）の政府案がそれぞれ示さ
れた。

 長期エネルギー需給見通しについては、今後、骨子（案）に基づき、政府審議会でこれを
実現するための政策検討を行い、パブコメ等を経て最終取りまとめが行われる模様。

 約束草案については、要綱（案）に基づき、政府部内で検討を行い、パブコメ等を経て地
球温暖化対策本部（本部長：安倍総理）に報告が行われる模様。

 6月のサミットでは、安倍総理より、約束草案について検討状況を踏まえた発言がなされ
る模様。

Ⅱ．約束草案要綱（案）

 目標年度：2030年度
 基準年：2013年度を中心に説明（2013年度と2005年度の両方を登録）
 エネルギーミックスと整合し、裏付けのある対策･施策や技術を積み上げたものとして、

2013年度比▲26％（2005年度比▲25.4％）の削減目標を設定。

Ⅲ．産業界の主張と政府案

産業界の主張
（主要産業/電力多消費産業）

政府案

経済成長との両立 ｱﾍﾞﾉﾐｸｽを後押しするものとすべき 1.7％成長を前提も骨子案/要綱案と
の整合性は示されず

電力コスト 当面は震災前の水準をめざし、中
長期的にはそれ以下に

現状（2013年）の5-2％程度低減
（震災前比では3割弱高い状態）

ﾍﾞｰｽﾛｰﾄﾞ電源比率 6割程度 56％程度

自給率 2割以上 24.3％程度

原発比率 一定程度維持

（ﾍﾞｰｽﾛｰﾄﾞ電源比率の一環で言
及）

22-20％程度

再エネ比率 現行のｴﾈ基計画の水準に固執す
ることなく現実的な比率を追求

22-24％程度
（現行エネ基21％以上）

FIT 抜本的な見直しが必要 現行制度を前提
3.7-4.0兆円の買取費用を計上

削減目標 ｴﾈﾙｷﾞｰﾐｯｸｽと整合するもの

国際公平性、実現可能性、国民負
担の妥当性を確保

ｴﾈﾙｷﾞｰﾐｯｸｽとは整合
国民負担等は明示無し

JCM 削減目標の一部に計上することは
避けるべき

削減目標積み上げの基礎としていな
いが、獲得分は我が国の削減として
適切にカウント

 主要産業団体及び電力多消費産業団体では、長期エネルギー需給見通し、約束草案
の検討プロセスにおいて、共同要望書を取りまとめ、与党内会合や政府審議会等で意
見発信。

 最大の懸案である電力コストについては、産業界側の要望と政府案で大きく乖離。今後
の政策議論等において、引き続き対応していくことが必要。

一般社団法人日本鉄鋼連盟
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